


概要

地方就職者を増加させるために現在行われている取組みと今後どのような取組みを推進していくべきかを調査した。地方では、若者の人口減少と人手不足が深刻化しており、地域経済が縮小あるいは消滅するおそれがある。地方での雇用を増加させることは地方定住者の増加に貢献し、地方経済を活性化させることにつながると考える。このことから、政府や地方自治体などは地方の雇用促進に向けて、大都市圏に流れた学生などの若者に対し様々な施策を打ち出した。しかし、Ｕターン就職を希望する学生の割合は年々減少している。雇用促進に向けた取組みとして、今後は施策のターゲット層を拡充することや新しい働き方に対応した施策を行うことが有効だと考える。この論文では、雇用の観点から地方の課題を解決する策を調査している。


目次
1.　用語の定義	3
2.　日本全体および地方の現状	4
	4
2.2　東京一極集中による影響	5
　　2.2.1　東京一極集中による地方への影響	5
　　2.2.2　東京一極集中による日本への影響	5
3.　地方就職者の増加を図る施策	6
　3.1　Uターン就職の概要	6
　3.2　Uターン就職希望者に対する地方の施策	6
4.　今後の施策	9
　4.1　I・Jターン就職支援に対する強化	9
　4.2　施策におけるターゲット層の拡大	10
　4.3　ワーク・ライフ・バランスに対する取組み	12
参考文献	14



1. 用語の定義
地方の定義を確認する [デジ21]。「地方（または地方圏）」とは、首都などの大都市に対して、それ以外の土地のことを意味している。ここでは三大都市圏※以外の県を指す。※三大都市圏…下記の総称 [内閣17]。
東京圏（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県）
関西圏（京都府・大阪府・兵庫県・奈良県）
名古屋圏（愛知県・岐阜県・三重県）





地方就職という用語を、次のとおりに定義する。
・地方就職‥‥地方の企業に就職し働くこと。
したがって、勤務地・居住地は地方であっても、三大都市圏の企業に勤めている場合は地方就職に含めない。
さらに、Ｕターン就職、Jターン就職、Iターン就職を定義する [イソ20]。
・Ｕターン就職‥‥地方出身者が、都市部の学校に進み、卒業後は出身地に戻って就職すること（地元就職ともいう）。
・Ｊターン就職‥‥地方出身者が都市部の大学へ進学し、卒業後に出身地とは異なる地方の企業に就職すること。
・Ｉターン就職‥‥都会出身者が出身地の大学に進学し、卒業後に出身地とは異なる地方の企業に就職すること。


2. 日本全体および地方の現状
2.1　日本の人手不足の現状
日本では少子高齢化を背景として総人口が減少傾向にあり、将来もこの減少傾向は続くと予想されている [中小19]。高齢化に伴う問題として、介護福祉施設の不足や社会保障費の増大等と同時に取り上げられている問題が、労働力不足である [有馬21]。労働力不足問題は、直接的に国内の経済活動の縮小と関係している。
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図1. 年齢別推計の推移 [中小19]

図1は日本における人口の推移と年齢別構成比について表したものである。図1の区分15歳～64歳の生産年齢人口は減少傾向にあり、人手不足の状況を招く原因になっていると考えられる。そして、この人口減少や人手不足問題は三大都市圏よりも地方で深刻化している。

2.2 東京一極集中による影響
　2.2.1 東京一極集中による地方への影響
地方では、東京圏への一極集中という現象が起きていることによって、若者の人口が減少している [内閣17]。東京圏への転入超過数の大半は、15～24歳の年齢層が占めている。この年齢層が地方から転出してしまった理由としては、大学等の進学や学校卒業後の就職を機に地元に戻らなくなったことが考えられる。マイナビの地元就職に関する意識調査によると、Ｕターン就職を希望する学生の割合は年々減少している [マイ19]。

2.2.2 東京一極集中がもたらす日本への影響
東京圏への一極集中（政治・行政・経済の中枢機能の一極集中）は、大地震やテロの危険性・交通渋滞・地価高騰・環境汚染など様々な弊害をもたらすおそれがある [戸所14]。中枢機能を分離させることは、様々な弊害を打破するとともに、各地域の自立性を高め文化面での多様性を取り戻すことにつながると考えられている。そこで、政府は『地方創生』というスローガンを掲げた。東京一極集中を是正し、大都市から地方圏へ諸機能を分散させ、活力ある地域社会を実現していくために、地域雇用対策などの取組みを実施している［厚生21］。



3. 地方就職者の増加を図る施策
3.1 Ｕターン就職の概要
Ｕターン就職を希望する学生の割合は、全体的に減少傾向にある [マイ19]。そして特に、地元外進学者のＵターン就職希望割合が低く推移している。地元で進学する学生の割合も減少しており、学生の地元に対する関心が低くなってきていることが考えられる。地元への関心が低くなっていることがＵターン就職者数の低迷の一つの原因になっているのではないかと考える。
東京圏などの他県に流れてしまった若者を呼び戻すために、地方では学生に向けてＵターン就職を促す取組みを行っている 。

3.2 Ｕターン就職希望者に対する地方の施策
　地方自治体や企業は、Ｕターン就職を希望する学生に対して、主に三つの施策を実施している。

(a) Web化の推進
学生が就職活動を行う際に有効となる施策が「Web化の推進」である [朝日20]。この取組みは、学生が地方企業の説明会や面接へ行くときの移動費用や時間をなくすことで、就活をスムーズに行えるようにしようという目的によって実施されている。
マイナビの2021年3月卒業予定の全国の大学生・大学院生（7,263名）を対象とした調査によると、以下のことが明らかになった [マイ20]。「地元企業（Ｕターン先企業含む）がWebセミナーやWeb面接を実施している場合、その企業への志望度が上がるかについて」の質問に対して、「Webセミナーを実施していると志望度が上がる」を選択した学生の割合は53.3％（21卒）であり、前年比で13.0ポイント増加したという結果が得られた。地元進学・地元外進学にかかわらず同様の回答傾向がみられたことから、Web化の推進は学生の企業に対する志望度向上に寄与するのではないかと推察されている。
(b) 経済支援
学生の就職後における負担を軽減するため、「経済支援」を行っている [丸山20]。地方に就職し移住する場合に、家賃や入居費の補助を行ったり、奨学金を借りていた学生を対象に返済額の半分または全額を助成したりする取組みを行っている。香川県が2012年度から始めた奨学金制度は、若者の地元就職に一定の効果を上げているといわれている [毎日18]。
(c)大学との協定締結
就職活動時の選択肢拡大・企業情報の取得に貢献する施策が「県と大学との協定締結」である [朝日18]。地方が大学と協定締結を結ぶことによって、学生は地方の企業情報が得やすくなる。学内で企業説明会や保護者向けセミナー・懇談会を実施することによって、地方企業と関われる機会を増やすことが狙いだ。

Ｕターン就職希望者には、「就職活動時の支援」、「経済面の支援」、「仕事情報の提供」などが行われているが、早くからの意識付けが重要である [高見16]。地元には何もない・就職先が乏しいという意識が、若者の人口流出を加速させている。したがって、高校卒業まで（一度地域を離れるまで）に、地域に愛着と誇りをもてる人材の育成を一貫して実施することが重要だ [松原21]。地方での人材確保には、「小学校・中学校・高等学校において、各教科等の学習を通じて、地域の産業や文化等への理解を深める『ふるさと教育』等により、地域に誇りをもつ人材の育成を推進する」、「地域への課題意識や貢献意識をもち、将来、地域ならではの新しい価値を創造し、地域を支えることができる人材の育成に向けて、高等学校の段階で地域を知り、親しむ機会を創出することが重要である」と述べられている。



4. 今後の施策
地方は様々な施策を講じているが、地方の過疎化は進み、地方財政はますます厳しくなることが予想される。今後地方では、Ｕターン就職支援以外の施策も行うことが求められると筆者は考えた。

4.1 I・Jターン就職支援に対する強化
新型コロナウイルスの感染が首都圏で拡大したことによって、人々の働き方には通勤型からテレワーク・在宅勤務に移行する動きがみられた [毎日20]。同時に都市部で暮らすリスクや必要性が問われるようになり、地方移住と関連付けて地方就職が呼びかけやすくなった。
例）都市部の人材と地方企業のマッチングサイトによる地方への誘致 ［朝日21］

　しかし、就労者を生涯地元型（生涯地元で学び働く就労者）・Ｕターン型・Ｉターン型の3種類に分別し、3つの型の最適割合（理想の割合）を調査した結果、地方企業は生涯地元型の就労者を多く求めることが分かった [神戸・岩本20]。生涯地元型の就労者は定着率が高く、長期雇用を見込めることが魅力だからである。Ｕターン型は定着率を期待できるが、採用活動時において給与面・スケジュール調整などの難しさから採用が困難であると認識されていることが分かった。Ｉターン型に関しては能力が高い一方で、早期離職傾向が課題である。また、Ｕターン型と同様の理由で採用活動が難しいといわれている。実際に、「Ｉターンを2名採用したが、1人は1日でやめた」「環境に馴染めず辞めてしまう傾向が高い」「新卒Ｉターン型は若干だが、地元に帰りたいという離職理由が多くなる傾向にある」という回答があった。調査結果をみると、Ｉターン就職の促進は困難なように思えるが、この調査内容は岡山県という1つの地域だけを対象とした調査である。これを踏まえて、Ｉターン就職を促進するのであれば、住宅などの経済支援・就労者が環境に馴染めるような取組みを行うことが求められると考える。

4.2施策におけるターゲット層の拡大
労働力人口推移と政府の施策という2つの背景から、女性や中年・シニア世代に対しての施策が地方就職者の増加に効果があると考えた 。

(a)女性を対象とした施策
総務省2020年の労働力調査によると、女性の労働力人口は増加傾向であった （ただし令和2年度においては、3,044万人と前年に比べ14万人減少）[総務21]。女性の活躍を推進する取組みを行う企業は年々増加しているが、女性の社会進出には課題もある [山口21]。

表1  女性の社会進出における課題 （[山口21]を参考に筆者が作成）
	課題
	内容

	①出産を機に退職
	出産前後には大きな負担がかかり、仕事をしながら育児を続けることが難しい。その結果、休職ではなく、退職せざるを得ない場合がある。

	②子育て後の再就職
	女性が再就職をする場合、正規雇用が難しく、パートタイムなどの非正規で勤める場合が多い。




表1で挙げられた課題を解決すべく、政府は育児休業制度や育児休業給付金、女性応援ポータルサイトの運営などを行っている [山口21]。しかし、制度として整備は進んでいても職場環境によっては育児休業を取得しづらい場合があったり、子育てと介護のタイミングが重なる場合もあったりする。筆者は政府の施策で解決できない点を、地方自治体が独自で取り組んでいく必要があるのではないかと考える。

（b）中年・シニア世代を対象とした施策
総務省2020年の労働力調査によると、25～44歳の労働力人口が減少傾向にある中で、45歳以上の年齢層では増加傾向であった [総務21]。したがって、労働力人口が増加傾向にある45歳以上の年齢層をターゲットとした施策を行うと、地方就職者の増加が見込めるのではないかと考える。日本では2021年4月1日に改正・施行された「高年齢者雇用安定法」によって、70歳までの就業が可能となった。この法律によって、労働力人口が増えていても65歳までしか働くことができなかったシニア世代に対しても地方就職を呼びかけることができるようになった。
　高齢労働者に対する、企業への支援・労働者に対する情報発信・ハローワークやシルバー人材センターを通じたマッチング支援などの支援は行われている [有馬21]。しかし、現在においても多様な高齢者の就労促進は十分とはいえず、明確な解決策は見出されていない。また、高齢者の就労促進を議論する際、しばしば「高齢者が働き続けることは、そもそも本人たちにとってよいことなのか」という疑問が投げかけられる。その疑問に対して、高齢者における就労（就労を通じて社会とつながり続けること）は健康や生活機能の維持によい影響を与えることが報告されている。
　高齢者に就業機会を提供し、十分な就労促進を行うには、高齢者の仕事に対するニーズを把握する必要があると考える。

表2  高齢者の就労ニーズ [有馬21]
	仕事に対するニーズ
	内容

	①無理なく働きたい
	長時間労働でない、重い責任を課せられない、命令でない、不慣れな仕事でないなどの条件を満たした働き方。

	②役に立つ仕事がしたい
	顧客・仲間・社会・若い人などに対して役に立つような仕事に就きたい。

	③満足できる人間関係
	引退後でも人との付き合いがしたい。
働いていることで家族との関係が良好になる。

	④お小遣いを稼ぐ
	生活に余裕をもちたい。
孫や自分に対して好きなものを買いたい。



　表2で挙げた高齢者の思いを考慮し、「生きがい感が獲得できる就労モデル」を検討する必要があると考えられる。

4.3 ワーク・ライフ・バランスに対する取組み
人々の働き方に対する価値観は変化しており、ワーク・ライフ・バランスを重視する傾向がみられる。ワーク・ライフ・バランスの実現に資するテレワークを推進するため、関係省庁（総務省・厚生労働省・経済産業省・国土交通省）が連携し、テレワークの普及促進に向けた支援を実施している [厚生14]。法定時間外・深夜・法定休日労働の多さについて、オフィス勤務時とテレワーク時（在宅勤務）とではどちらが多いかという質問回答によると、「テレワーク（在宅勤務）の方がやや少ない又は少ないと思う」と回答した人の方が多かった [三菱21]。テレワークはワーク・ライフ・バランスを重視する人にとって、有効な取組みだと考える。
そもそもテレワークは新型コロナウイルスが流行する前の2010年代に、働き方改革や地方創生の方策の一つとして期待されていたものの、日本企業の保守的な企業風土などが阻害要因となり、普及があまり進まなかった働き方である [岡田・井口21]。しかし、新型コロナウイルスが流行し、経済産業省から「テレワークの活用等による出勤者数7割削減」を要請された。その結果、これまでテレワーク導入に消極的であった企業風土を改める契機となった。人口減少や高齢化が進む日本において、地方圏・大都市圏問わずテレワークの普及は、大きな役割を果たすポテンシャルをもつ策であるといわれている。
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